第Ⅲ部『協セクターへの期待』（第9章～第16章）

角崎洋平＠公共4回生

ケア研＠創思館

■福祉社会における各セクターの位置を確認しよう（9章）
◎福祉を担うのは国家だけではない（218）

→福祉国家論から福祉社会論（福祉多元社会論）へ

　（前提として、「社会」が「国家」を包摂しているという考え方）

◎それでは、誰が福祉（ケア）を担うのか（担っているのか）

○上野の4分類（上野自身はデイリー・スタンディングを参照）（218-219）

（１）官セクター（国家）

（２）民セクター（市場）

（３）協セクター（市民社会）

（４）私セクター（家族）

○なぜ、4分類モデルを採用するのか（先行研究には「家族主義」のバイアスがある）

◆公（公助）／私（自助）二元論はイケてない（219-220）

　∵誰にも依存せずに生活することと家族ケアを受けることを一緒くたにしてしまうから

　◆福祉ミックス論的３元モデル

（国家／市場／非営利（ボランタリー）セクター）も不十分だ（220-226）

　　∵市民セクターを、国家／市場から区別した点は評価できるけれども、

家族によるケア提供を自明視しているきらいがある（とりわけ京極高宣）。

　　↓↓↓

実際は、家族へのケア割り当ても、そもそも「家族」自体も、

歴史的・社会的構築物である（226）

　◆福祉レジーム論的3元モデル（国家／市場／家族）も不十分だ（226-231）

　　∵単に、誰が「ケアサービス供給」だけでなく、国家／市場／家族間の責任・役割・費用分担をめぐる相互関係を視野に入れている点は、京極的「福祉ミックス論」より優れているが、いかんせん対人的な「ケアサービス供給」に対する視点が弱い。

◎ケアの費用分担は、各セクター間でいかに行われるのか（231-233）

A：誰がケア労働を担うのか（ケアの労働費用をめぐる問題）

B：誰がケアの費用を払うのか（ケアの貨幣費用をめぐる問題）

をわけて、分担を考える

　　　例１）家父長制中心社会　　　　→A・Bともに私セクター

　　　例２）家庭内介護労働の有償化　→Aは私セクター、Bは官セクター

　　　　※「脱家族化」とも言い切れない。

例３）介護の（準）市場化　　　→Aは官・民・協セクター、Bは私セクター

例４）上記＋保険化　　　　　　→Aは同上、Bはおおむね官セクター

◎ケアの脱家族化に向けて――協セクターに注目しよう！（消去法的）

○ケアは市場（民セクター）になじまない（234-236）

　（価格メカニズムが有効に機能しない＝高価格と高クオリティが連動しない）

　◆上記の理由

　　１）受益者と購入者の不一致

　　２）規模の経済が効かない

＝利潤率を上げようという意図が容易に「ピンハネ」に繋がる

＝協セクターとの違い

（　３）実際に撤退多い　）

○官セクターもケアを十分に提供できない（237）

　ケアの与え手にとっては、ケアが官によって担われることは有意義であった

　ただし、官営は高コストかつスティグマ付与的になりがち

⇒「労働費用は協セクター、貨幣費用は官セクター」が最適解ではないか？（237）

　（以下で検証することになる＝ここまででは論証されていない）

■協セクターとその優位性（10章）
◎地域福祉の担い手としての「市民事業体」

　非営利・非市場の公益団体、共助団体、NPO、生協、農協、高齢者WCo…（240）

　◆介護保険という追い風（243）

「地域福祉への意思決定への参加」から「福祉供給者としての民間団体の参加」へ（241）

「ボランティア」ではなく、「事業」として――（247-248）

◎「市民事業体」の優位性とそのための経営――介護NPOを中心に

○NPOの優位性（255-257）

（１）理念性――経営者・出資者の利益ではなく、組織の理念に忠実に活動できる

（２）ニーズ中心――ニーズ創出的活動経験豊富

（３）市民参加――地域密着性

（４）労働者の自己決定・経営参加――労働者の自己決定

（５）経営効率が良い（後述）

（６）労働分配率が良い

（７）自治体との連携

○福祉経営の視点（259-263）

　（１）ケアの受け手と与え手の利益最大化（単なる消費者満足を超えて）

　（２）事業の持続可能性

　（３）経営管理

（４）資源の動員

　　（ボランティアの動員、行政連携、NPO会員・資金提供者との連携）

　（５）「政策提案と実践」機能（運動と事業のバランス）

■生協（主にワーカーズコレクティブ）の福祉活動への注目（11章～13章）
◎生協福祉の系譜

　◆灘神戸生協での事業化――1983年

　　食事サービス、介護用品供給、福祉情報提供（271）

　◆生協のWCo活動

　　コミュニティ福祉を生協事業として位置づけるのみならず、

　　生協組合員自身が担い手となる福祉活動として位置づけ（273-275）

　　（神奈川、千葉、九州）

◎ワーカーズコレクティブをめぐって

○グリーンコープの事例

　◆介護NPOとの類似性

NPOの優位性（１）～（４）とも類似するWCo←参加動機調査などから（291-296）

  ◆多い無償労働時間――とりわけ代表層の負担過重（296-300、304-306）

○WCoの競争優位性

　◆官セクターの低い経営効率、民セクターの高い経営コスト（主に人件費）（307-310）

　　（注意！官についてはデータに基づいているが、民についてはそうではない）

　◆生協提供福祉の価格の安さ（310-311）

⇒・要因①　WCoの低い人件費

　　「お金のために働かなくてもいい」女性層が、自ら低い報酬を選ぶ

　　→高学歴・高モチベーションで低コストの労働力として重宝される（280-285）

…低さを補う「プライド」「家政婦扱い」の拒否（310-311318-320）

　

・要因②　創業時投資の節約…生協の支援（備品等の譲渡、資金援助）（311-315）

◎「躓きの石」としての生協のジェンダー編成（13章）

　これまでの生協のジェンダーへの「鈍感」と

　WCo活動を通じた、「ガン」のごとき変容期待（339-340）

■事例研究――先進的な協セクター、挫折した官セクター（14章～15章）

◎「このゆびとーまれ」＠富山の事例（14章）

◆特徴

・高齢者・障害者・子どもの共生型ケア

　・代表層が元看護士。柔軟で先進的ケアの提供

・ワーカー層も高いモチベーションを持つ

　・メディア効果という創業者利得

　◆問題点（論点）

　・ワーカー層の低い賃金

　　利益がでても、その分賃金を上げるのではなく、ワーカー配置を増やすことで

　　より手厚いケアを提供するようにしている（377-378）

↑↑↑

　　「納税の余地がある〔＝利益が出ている〕なら、労働分配率と賃金を上げるという選択肢はないだろうか？」（上野）

◎「ケアタウンたかのす」＠鷹巣町の挫折から学ぶ（15章）

　◆行政の全面的支援（首長のリーダーシップ）

◆ユニットケアを可能とするハード

◆高い常勤雇用率、高いモチベーション（BUT高い人件費）

⇒ケアの受け手からも与えてからも評価されるケア

○鷹巣福祉の挫折（福祉経営の視点から）

　継続的住民の不足による事業継続の困難

　高い経費→（一部）住民の反発（「個室」はぜいたく）

■協セクターの優位性の根拠（16章＋α）

◎優位性の根拠としての低労働条件

「上記の事例は、いずれも「よいケア」すなわち利用者満足度の高い、質のよいケアを提供している（していた）が、それはケアワーカーの低い労働条件と過大な献身によって支えられている。ケアを相互行為ととらえる本書の立場からすれば、「先進ケア」は利用者にとって確かに先進的だが、ワーカーにとっては先進的であるとは言えない。「先進ケア」が先進的である理由は、客観的には低い労働条件に対して、主観的にはワーカーの不満が少ないことにある。すなわち先進ケアの経営者の管理能力とは、このワーカーの不満を抑制する能力にあるといえば言い過ぎになるだろうか？」（426）
　

「公定価格のもとでは、「質のよいケア」にも「質の悪いケア」にも同じ料金が発生する。となれば「誰がケアの提供者か？」を考慮する必要があることになろう。ケアのプロバイダーのうち協セクターの役割に高い期待をわたしが持つのは、この理由による」（428）

◎角崎感想――結局、協セクターの、民セクターに対する優位は言えてない。

官セクターは性質上、「コミュニティ」の同意を前提とする。「コミュニティ」、すなわち特定の空間を対象とする結合体で成員の関心はバラバラなので、個別の政策について安定的同意を取り付けにくい。対して協セクターは「アソシエーション」、すなわち特定の目的・理念のために結合している結合体であるので、目的・理念が安定しやすい。こう考えるならば、「福祉経営」という視点を上野が持ち込んだ段階で協セクターの官セクターに対する優越は明らかであった。なぜなら、（１）（受け手のみならず）与えての利益最大化、（２）事業の安定性、（３）効率的経営管理、（４）理解者のつなぎとめ、動員機能、はまさにアソシエーション特有の機能であるともいえるからだ。したがって、ここまででは確かに官セクター（コミュニティ）に対する協セクター（アソシエーション）の優位は言えているのかもしれない。

しかし同じアソシエーションたる民セクター（市場）に対する協セクターの優位は、明確ではない。民セクターと協セクターの最大のちがいは、営利を組織の主目的にしているか否か、ということになろう。上記の（２）～（４）については、民セクターも協セクターも大きな違いはないように思える。とすれば、問題は（１）となる。要は、〈ケアの「受け手の利益最大化」のために、営利目的組織（間接的「与え手」の利益最大化）が良いか、非営利目的組織（直接的「与え手」の利益最大化）が良いか、である。ここまでの論証で上野が言えているのは、非営利目的組織の方が、「やりがいの搾取」がしやすいので、低人件費で高価値ケアを提供できる、ということである（労働の自己決定の逆説的効果）。それで上野の議論が済むならばそれでよい。問題含みだが、少なくとも協セクターの民セクターに対する優位性は言えている。しかし上野は、ケアワーカーの賃金が低すぎることも指摘している。ケアのワークの値段を上げるように言っている。この主張に沿って、ケアワークの費用を国が税金を投じて高く価格設定するとしよう。すると、人件費抑制圧力は低下するので。「やりがいの搾取」を可能とする協セクター経営の優位性は低下するのではないか。現状で民間企業が先進ケアを提供できないのは, 賃金が低すぎるのに、やりがいや決定権がないからである。賃金がある程度確保されればその問題はある程度解消されよう。とすると問題は、それでも人件費をできるだけ抑制しようとする営利企業と、であればと人件費抑制を抑える非営利企業（とりわけWCo）との差異である。前者より後者がいいと論理的に言わねばならない。

しかしそれはできていない。14章で上野は「利益が出ているのならばワーカーを増やすよりも労働分配率をあげるべきではないか」と問題提起している。しかしそれは本当にケアの受け手にとってヨリ良いことかわからない。また、営利企業では最大の利得者は出資者・経営者・代表者層であり、非営利とりわけWCoでは、利得者はワーカー層ということになるが、どちらに有利な制度を構築することが「先進ケア」にとっていいことかまだわからない。経営者層の創意工夫を引き出すのが良いのか、ワーカー層の創意工夫を引き出す方が良いのか、明確ではない。本書を読む限り上野は「後者である」と言いたそうではあるが、前者の余地もあるようにも思えてならない（「このゆびとーまれ」のような創業者リーダーシップも必要不可欠であるともいえる）。

とすれば、民セクターと協セクターを明確に峻別する必要はないのではないか。両方あって、競争すればよい。そもそも上野は9章で、貨幣費用の負担と労働費用の負担を分けた。そして貨幣費用については国家（官セクター）で補うことを主張した〈これ自体も十分な論証がされているとは思えないが）。それだけでいいのではないか。その主張はいわゆる「準市場」論と同様のものである。現状の市場で協セクターと民セクターを区別する必要があるとしても、（再）設計された市場においても区別を継続するべきだという主張にはならない。
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